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1. 平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日）

 (1) 連結経営成績(累計)
(％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期第１四半期 3,224 1.4 1,315 18.7 1,132 10.3 668 83.9

22年３月期第１四半期 3,180 2.4 1,108 △14.0 1,027 △16.6 363 △50.7

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

23年３月期第１四半期 14 87 ─
22年３月期第１四半期 8 08 ─

 (2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期第１四半期 104,476 36,785 35.2 817 88

22年３月期 105,779 37,023 35.0 823 16

(参考) 自己資本 23年３月期第１四半期 36,785百万円 22年３月期 37,023百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年３月期 ─ 6 00 ─ 6 00 12 00

23年３月期 ─

23年３月期(予想) 6 00 ─ 6 00 12 00

3. 平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 6,600 6.6 2,500 18.8 2,050 9.4 1,050 89.5 23 35

通期 13,000 4.1 4,900 3.8 4,000 △0.7 2,000 7.9 44 47



 

 

 
(4) 発行済株式数（普通株式） 

 
  

  

 （※ 四半期レビュー手続の実施状況の表示） 

  この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決

算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していませ

ん。 

 （※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項） 

  本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理

的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性

があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四

半期決算短信（添付資料）２ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4. その他（詳細は、【添付資料】P.３「その他」をご覧ください。）

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ： 無

  （注）当四半期会計期間における連結範囲の変更に伴う特定子会社の異動の有無となります。

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有

  （注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

  （注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸作成に係
る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年３月期１Ｑ 45,898,798株 22年３月期 45,898,798株

② 期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 921,914株 22年３月期 921,791株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 44,976,980株 22年３月期１Ｑ 44,982,803株
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当第１四半期における我が国経済は、緩やかな景気回復により企業収益にも改善が見受けられるように
なりました。しかしながら、雇用不安やデフレ懸念等により企業の設備投資抑制や経費削減等の動きが見
受けられ、先行きは依然として不透明な状況が続いております。不動産賃貸事業におきましても、都市部
のビル空室率が一段と上昇し、テナント確保による競争激化の影響を受け、賃料水準が引き続き下降する
など、経営環境は益々厳しくなっております。 
 そうした中、当社グループの当第１四半期末の空室率は6.44％となり、前期末の6.40％から若干悪化い
たしました。今後ともテナント誘致活動に一層注力し、空室率の早期改善を図るとともに、近年益々高ま
るデータセンタービルの需要に応えるべく着手しました西心斎橋ビルの新築工事を計画通りに進め、業績
の強化・発展に努めてまいります。 
  
 当第１四半期連結累計期間の業績は、建築請負に係る工事売上高が減収となりましたものの、昨年９月
に取得しましたアーバンビル及び本年３月に全館竣工しましたウインズ梅田Ｂ館による賃貸収入が増加し
ましたので、売上高は3,224百万円となり、前年同四半期と比べ43百万円（1.4％）の増収となりました。
また賃貸事業の利益率が改善しましたので、営業利益は1,315百万円と同207百万円（18.7％）の増益、経
常利益は1,132百万円と同105百万円（10.3％）の増益となりました。さらに、特別利益に固定資産売却益
を計上しましたので、四半期純利益は668百万円となり、前年同四半期に比べ305百万円（83.9％）の増益
となりました。 
  
セグメントの業績は、次のとおりであります。 
 土地建物賃貸事業 
 売上高は3,213百万円となり、セグメント利益は1,425百万円となりました。 

 その他 
 テナント入居に伴う建築請負の工事売上高は10百万円となり、セグメント損失は３百万円となりま
した。 

  

当第１四半期連結会計期間末における総資産は104,476百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,302百
万円（1.2％）減少しました。主な要因は投資有価証券が時価評価替えに伴い892百万円減少したことであ
ります。 
 負債合計は67,690百万円となり、前連結会計年度末比1,065百万円（1.5％）減少しました。設備関係未
払金が1,435百万円減少したことが主な要因であります。 
 純資産合計は36,785百万円となり、前連結会計年度末比237百万円（0.6％）減少しました。利益剰余金
は266百万円増加しましたが、その他有価証券評価差額金が636百万円減少したことが主因であります。 
  
キャッシュ・フローにつきましては、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高

は1,451百万円となり、前連結会計年度末から48百万円減少しました。当四半期連結会計期間の各キャッ
シュ・フローの状況は、次のとおりであります。 
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動から得られた資金は1,526百万円となり、前年同四半期比867百万円増加しました。税金等調
整前四半期純利益が505百万円増加したことが主な要因であります。 
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動で使用した資金は1,847百万円となり、前年同四半期比1,484百万円増加しました。有形固定
資産の取得のため、前年同四半期比1,336百万円増の1,752百万円の資金を支出したことが主な要因であ
ります。 
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動から得られた資金は273百万円となり、前年同四半期比909百万円増加しました。有利子負債
の増減額が、前年同四半期比887百万円増加したことが主な要因であります。 

  

景況悪化に伴う当社業績への影響は見通し難い状況ではありますが、現在のところ平成22年５月14日発
表の連結業績予想に変更はありません。 
 今後、何らかの変化がありました場合には適切に開示して参ります。 
  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 
  

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境や一時差異の発生状
況等に著しい変化がないと認められますので、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測や
タックス・プランニングを利用する方法によっております。 
  

  「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20
年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成
20年３月31日）を適用しております。 
 なお、この変更による四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。  

  

該当事項はありません。  
  

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要

(4) 継続企業の前提に関する重要事象等の概要
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,451,683 1,500,019

受取手形及び売掛金 162,249 165,993

その他 398,434 750,130

流動資産合計 2,012,367 2,416,144

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 63,152,215 63,010,295

減価償却累計額 △24,218,685 △23,651,893

建物及び構築物（純額） 38,933,530 39,358,402

土地 52,824,178 53,009,428

建設仮勘定 199,502 26,150

その他 609,916 610,025

減価償却累計額 △422,801 △412,888

その他（純額） 187,114 197,136

有形固定資産合計 92,144,325 92,591,118

無形固定資産 132,417 72,396

投資その他の資産

投資有価証券 6,085,373 6,977,879

その他 4,102,026 3,721,967

投資その他の資産合計 10,187,399 10,699,847

固定資産合計 102,464,143 103,363,362

資産合計 104,476,510 105,779,506
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,254 35,575

短期借入金 11,563,576 11,080,076

未払法人税等 397,824 692,421

引当金 － 17,810

その他 2,212,190 3,454,487

流動負債合計 14,178,845 15,280,371

固定負債

社債 2,300,000 2,300,000

長期借入金 43,459,051 43,408,370

引当金 154,090 214,919

その他 7,598,723 7,552,702

固定負債合計 53,511,865 53,475,991

負債合計 67,690,710 68,756,362

純資産の部

株主資本

資本金 7,688,158 7,688,158

資本剰余金 7,529,372 7,529,372

利益剰余金 25,098,904 24,832,757

自己株式 △366,547 △366,495

株主資本合計 39,949,887 39,683,792

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 744,352 1,380,598

土地再評価差額金 △3,908,439 △4,041,246

評価・換算差額等合計 △3,164,087 △2,660,648

純資産合計 36,785,800 37,023,144

負債純資産合計 104,476,510 105,779,506
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(2) 四半期連結損益計算書

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

売上高 3,180,712 3,224,045

売上原価 1,896,896 1,706,644

売上総利益 1,283,815 1,517,401

販売費及び一般管理費 175,080 201,552

営業利益 1,108,735 1,315,848

営業外収益

受取利息 300 8,427

受取配当金 56,792 60,438

その他 10,095 3,998

営業外収益合計 67,188 72,864

営業外費用

支払利息 147,709 238,909

その他 950 17,132

営業外費用合計 148,660 256,042

経常利益 1,027,263 1,132,671

特別利益

固定資産売却益 － 237,529

受取違約金 1,545 6,000

特別利益合計 1,545 243,529

特別損失

固定資産除却損 11,754 36,099

投資有価証券売却損 17,595 －

投資有価証券評価損 331,059 216,731

不動産取得税及び登録免許税 50,767 －

特別損失合計 411,176 252,831

税金等調整前四半期純利益 617,631 1,123,369

法人税、住民税及び事業税 346,400 387,252

法人税等調整額 △92,365 67,300

法人税等合計 254,034 454,553

四半期純利益 363,597 668,816
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 617,631 1,123,369

減価償却費 460,850 586,759

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △12,625 △62,400

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,051 1,571

賞与引当金の増減額（△は減少） △18,072 △17,810

受取利息及び受取配当金 △57,093 △68,866

支払利息 147,709 238,909

長期前払費用償却額 － 15,000

シンジケートローン手数料 － 500

投資有価証券売却損益（△は益） 17,595 －

投資有価証券評価損益（△は益） 331,059 216,731

有形固定資産売却損益（△は益） － △237,529

有形固定資産除却損 11,754 36,099

受取違約金 △1,545 △6,000

不動産取得税及び登録免許税 50,767 －

営業債権の増減額（△は増加） △139,577 △112,630

営業債務の増減額（△は減少） 148,770 25,732

未収消費税等の増減額（△は増加） － 425,088

未払消費税等の増減額（△は減少） △323,682 106,526

小計 1,235,594 2,271,052

利息及び配当金の受取額 57,086 68,860

利息の支払額 △135,703 △155,348

法人税等の支払額 △498,181 △658,424

営業活動によるキャッシュ・フロー 658,796 1,526,139

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △416,469 △1,752,590

有形固定資産の売却による収入 － 378,940

無形固定資産の取得による支出 △23,761 △103,625

投資有価証券の取得による支出 － △395,394

投資有価証券の売却による収入 77,034 －

補償金による収入 － 24,700

その他 － 53

投資活動によるキャッシュ・フロー △363,196 △1,847,917

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 800,000 300,000

長期借入れによる収入 500,000 2,000,000

長期借入金の返済による支出 △1,653,659 △1,765,819

建築協力金の返済による支出 △6,903 △6,903

自己株式の売却による収入 170 －

自己株式の取得による支出 △1,367 △51

配当金の支払額 △274,367 △253,784

財務活動によるキャッシュ・フロー △636,125 273,441

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △340,525 △48,336

現金及び現金同等物の期首残高 1,625,566 1,500,019

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,285,041 1,451,683
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当第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 
  

 
(注）１ 事業の区分は、売上集計区分によっております。 

    ２ 各事業の主な内容 

      (1)土地建物賃貸事業・・・・・・土地建物の賃貸 

      (2)ビル管理事業・・・・・・建物・機械設備の維持管理、清掃等 

      (3)その他の事業・・・・・・建築請負、不動産仲介 

    ３ その他の事業のうち、建築請負事業の売上高が売上高計の10％を超えておりますが、テナント入居に伴い 

      一時的に増収となっておりますので、区分掲記はしておりません。 

  

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

本邦以外の国又は地域に連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報等

【事業の種類別セグメント情報】

土地建物 
賃貸事業 
(千円)

ビル管理
事業 
(千円)

その他の
事業 
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

2,578,333 161,739 440,640 3,180,712 ― 3,180,712

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

240 143,364 ─ 143,604 (143,604) ―

計 2,578,573 305,103 440,640 3,324,317 (143,604) 3,180,712

営業利益 1,040,310 57,729 96,892 1,194,932 (86,197) 1,108,735

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

 １．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

 当社は、土地建物賃貸事業を主体事業としており、大阪府その他の地域において賃貸用不動産を保有

しております。 

 従って、当社は「土地建物賃貸事業」を報告セグメントとしております。 

 「土地建物賃貸事業」では、土地建物の賃貸、建物・機械設備の維持管理、清掃等を主な事業の内容

としております。  

  

 ２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

 
（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建築請負業を含んでおります。 

  

  

 当第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

  該当事項はありません。 

  

【セグメント情報】

 
  （単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）

合計 調整額
四半期

連結損益計算書
計上額土地建物 

賃貸事業

売上高

 外部顧客への売上高 3,213,574 10,471 3,224,045 ― 3,224,045

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

─ ─ ─ ─ ―

計 3,213,574 10,471 3,224,045 ─ 3,224,045

セグメント利益又は損失(△) 1,425,959 △3,034 1,422,924 △107,076 1,315,848

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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